
許 可 番 号

許可 年 月 日

27-ユ ー304829

令 和  7年 5月‐1目

有 料 職 業 紹 介 事 業 1許 可 証

(氏名又は名称)食 :彩生活向上事業協同組合

(所‐ 在  地) 大阪府大阪市福島区玉川二丁 :自 B番 4-60
3号

上 記 の 者|は 、 職 業 安 定 法 第 30条 第 1項 の 許 可 を受 け て 、 下 記

の と お|り 有 料 職 業 紹 介 事 業 を行 う者 で あ る こ と を証 明 す る。

令 和  7年:5月 1日

厚 生 労 働 大 臣 轟 颯
ゝ
ゴ

員
記
―

1 取扱職 :種の範囲等
全職種

国内、ベ トナム社会主義共和国、カンボジア王国

求人者は組合員|に 限る
求職者は組合員

―
に雇用され又は雇用される予定の者、かつ国外においては出入国

管理及び1難民認定法 :イこ基づく特定技能にかかる職業1紹1介

名 称  食彩生活向上事業協同::組含

2 事1業.所
―
の

所在地 大阪府大阪市福1島区玉川二丁目8番4 大阪福島サウスピル6
03号

!

3 許可の有効期間  令 和  7年 5月 1日 から令 和 10年 4月 30日 までとする。

事業所枝番 1



令 和  7年 5月  1日

有 料 職 業 紹 介事 業許 可条件 通 知 書

食彩生活向上事業協同組合

厚 生 労 働 大 臣

ヽ

了

令和 7年 5月 1日 付け許可番号 27・ユ 3ё 4829の許可は下記の理由により次の許可条件:を「付:して行う。
なお、この処分に不服のあるときは、行政不服審査法 (平成26年法律第68号)の規定により、処分のあったことを知つた
日の翌日から起算して3箇月以内 (ただし、処分のあつた日の翌日から起算して 1年以内)に厚生労働大臣に対し、審査請求を
することができる。
また、処分の取消しの訴えは、行政事件訴訟法 (昭和37年法律第 139号)の規定により、この処分のあつたことを知つた.

日の翌i目がら起算:して6箇月以内 (ただし、処分のあつた日の翌日から起算して■年以内)に、国を被告 (代表者は法務大臣)|
として提起する.こ とができる。ただし、審査請求をした場合には 処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があつた
こ「とを知った日の翌日から6箇月以内 (ただし、裁決のあった日|の翌日から起算して 1年以内)に提起することができる。 |
.I(許可条件 )
1 労働基準法 (昭和 22年法律第49号 )第 iう 6条の規定により使用を禁止されているF児童の紹介を行わないこと。
2 貸金業又は質屋業と兼業する場合 (法人の代表者又は役員が、他の法人等で兼業する場合Fも 含む。)は、当該
兼業する事業における債務者について紹介を行わず、また、債務者を求職者としないこと。

3 変更の届出により有料職業紹介―事業を行う事業所を新設する場合は、当該1事業所においても、許可基準の所定
の要件を満たすこと。なお(許可基準の 1の要件を満たしつつ有料職業紹介票業を行うことのできる事業所数は、
令和 7年 5月 1日 時点で  6事業所までであること。
4 合理的な理1由なく特定の求人者に限つて職業紹介を行うも:のでないこと。
5 職1業紹介事業所間における業務提携を行う場合は、次の事項を遵守すること。           |
(1)業務提携による職業紹介を実施し得る職業紹介事業者は、職業安定法 (昭和22年法律第 141号。1以下
「法」という。)の規定により適法に許可:を受|け、又は届出をした職業紹介事業者に限られるものであることも
(2)求職者に対する労働条件等のi明示に係る職業紹介事業者の義務 (法第 5条の3第 1項 )は、!求職び)申込み
を求職者から直接受理し:た職業紹介事業者が履行すること。ただし、当該職業紹介事業者が事業を廃上したこ
と等により、労働条件等の明示義務を履行できない場合には、業務提携を行う他の職業紹介事業者が履行する
こと。また、求人求:職管理簿 (職業紹介の取扱状況に関する事項及び離職の状況に関する事項に限る。)の備
付に関する1義務 (法第32条の 15)並びに職業紹介事業報告及び職業紹介の実績等に係る人材サービス総合
サイトを利用した情報提供:の義務 (法第32条の 16)は、業務提携」を行う職業紹介事業者の間で取り決めた
一者が履行すること。

(3,)業務提携に際して求人又は求職を他の職業紹介事業者に1提供し|ようとする場合には、あらかじめ求人者叉
は求職者に、業務提携の内容として提供先の職業紹介事業者‐に!聞する次の事項を明示し、求人者又は求職者が
求人又は求職の提供に同意する職業紹介事業者|に限つて行うこととし、求人者又は求職者が求人又は求職の提
供に同意しない場合には業務提携の対象としないこと!も この場合において、求人者又は求職者めヾ提携先ごと,こ
同意又は不同意の意思を示すことができるような方法であれば、一度に複数の提携先とこういて、同意又は不同
意の意思を確認することとしても―差|し支えない。ただし、当面、一度に意思を確認する提携先は 10以内とす
ること。

a 事業所の名称及び所在地、許可番号
b 法第 3.21条の 1:3!及び職業安定法施行規則 (昭和 22年労働省令第■ 2号。以下「則」という。 )
第 24条の 5によ見定する次の明示事項
: 取り扱う職種の範囲その他業務の範囲
| ・ 手数料に関する事項
' 苦情の処理に関する事項
・ 個人情報の取扱いに関する事項
・ 返戻金制度に関する事項       !
c 法第 32条の 16及び則第 24条′)8第 3項に規定する次の事項
・ 就職者数 (総数及び無期雇用の就1職者数 )
。 無期雇用の就職者の|う ち就職後 6箇月以内に離職した者の数
。 無期雇用の就職者ゐうち就職後 6笹l月 以内に離職した者に該当するヵlどうか明らiかでない者の数

d 必要に応 |じで職業紹介事業の実施地域、就職件数の多い職種、年齢、賃金及び雇用形態等

殿

彙
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(4)職業紹介事業者が業務提携について明示し、その上で求人者又は求職者が求人又は求職の提携先への提供に
同意した場合には、当該提携先は、法の規定により当該求人又イホ求職を受理しないことが認められる場合を除
き、当該求人又は求職を受理するものとすること。
(5)提携先へび)提供に同意する求人又は求職とそれ以外の求人又は求職を分離して管理するとともに、個人情報
の適正な管理 (正確かつ最新のものに保つため|の措置、紛共(破壊、改ざんを防止するための措置等)にうい
てくよリー層、的確に対応すること。

(6)求職者に対してその能力に適合す金職業を紹介し,、 求人者に対してはその雇用条件に適合する求職者を紹介
するように努めること。

(7)手数料はあつせんを行うi職業紹介事業者iに よる手数料の定めの範囲内で当該職業紹介事業者が徴収するもの
とすること。

国外にわたる職業紹介を行う場合は、次の事項を遵守すること。      |
(1)国外にわたる職業紹介を行うに当たつては、法第 32条の 12第 1項の規定により取扱職種の範囲等として
届け出た国以外を相手先国として職業紹介を行わないこと。

(2)国外にわたる職業紹介を行うに当たつては、出入国管理及び難民認定法 (昭和 26年政令第 319号 )その
他の出入国1関係法令及び相手先国の法令を遵守して職業紹介を行うこと。

(3)国外にわたる職業紹介を行うに当たつては、求1職者に渡航費用その他の金銭を貸し付け、又は求人者がそれ
らの金銭を貸し付けた求職者に対して職業紹介を行わないこと。

(:4)国外にわたる職業紹介を行うに当たり、取次機関を利用するときは、次に該当する取次機関を不け用しないこ
と。
a 相手先国において活動を認められていないもの。
b 職業紹介に関し、保証金の徴収その他名目のいかんを間わず、求職者の金銭その他の財産を管理し、求
職者との間で職業紹介に係る契約の不履行について違約金を定める契約その他不当に金銭その他の財産の
移転を予定する契約を締結し、又は求職者に対して渡航費用その他の金銭を貸し付けるもの。

(5)職業紹「介に関し、求職者が他者に保証金の徴収その他名目のヤヽかんを問わず、金銭その他の財産を管理さ
れ、又は他者が求職者との間で職業紹介に係る契約の:不履行について違約金を定める契約その他の不当に金
銭その他の財産の移転を予定する契約を締結していることを認識して、当該求職者に対して職業紹介を行わ
ないこと。
法第33条の6の規定による勧告を遵守すること。
転職及び求職の勧奨については、次|の 1事項を遵守すること。

(1)そ の紹介により就職した者 (期間の定めのない労働契約を締結した者に限る。)に対し、当該就職した日か
ら2年間、転職の勧奨を行うてはならiないこと。
(2)求職の申込みの勧奨について,は、お祝い金その他これに類する名目で社会通念上相当と認められる程度を超
えて求職者に金銭等:を提供することによつて行つてはならないこと。

7

(理  由 )
1: 上記 1の理由
ILO第 181号条約第 9条の趣旨:に よる。
2 上記 2の理由
貸金業又は質屋業を行つ者が該当!営業における債務者を紹介することによサ、強制労働や中間搾取等の求職者保
護に欠ける事態が発生することを―防止する必要があるため。        |
3 上記3の理由
許可後に届出により新設される有料職業紹介事業を行う事業所におい:ても、有料職業紹介事業許可基準において
定めちれた要件を満たすことにより、適正な事業運営を確保する必要があるため。
4 上記4の理由
合理的な理由なく求人者を特定することにより求入者の利益に偏つた職業紹介が行われる可能性があり、違法 :

・不当な職業紹介になることを防止する必要があるた:め心

5 上記 5の理由
業務提携を行うことにより、求人者―及び求職者の保護に欠ける事態が発生することを防止する必要があるため。
6 上記 6の理由
国外にわたる職業紹介については、求職者が国外の仲介事業者又は求人者等から借り入れや保証金・違約金等を
徴収する契約を締結して入国すること等により国外の仲介事業者又は求人者等に対して弱い立場に置かれ、自由な
職業選択が妨げられる可能性があるため。

7 上記i才 ,の理由
労働力の需要供給を調整するため特に必要がある場合に行われる「ものであり、職業紹介事業者として遵守すべき
ものであ.る ため心
8 上記 8の理由
早期の転職勧奨やお祝い金等による求職の申込みの勧

「
奨は、,労働者の行動選択に影響を与え、これによケ適正な

労働力需給調整機能の発揮に支障が生じるため。 |



許 可 番 号

許可 年 月 日

27-ユ ー304829

令 和  7年 51月.1日

有 料 職 業 紹 介 事 業1許 可 証

(氏名又は名称)食 彩生活向上事業協同組合

(所  在  地) 大阪府大阪市福島区玉ナ「「二丁目18番 4-60
3号

上 記 の 者iは 、 職 業 安 定 法 第 30条 第 1項 の 許 可 を受 けて 、 下 記

の と お|り 有 料 職 業 紹 介 事 業 を行 う者 で あ!る こ と を証 明 す る。

令:和 7年 5月  1日

一

員厚 生 労 働 大 臣

記

l 取扱職f種 の範囲等
全職種

国内、ベ トナム社会主義!共和国、カツ ボジア王国

求人者は組合員に限る
求職者は:組!合 '員に雇用され又は雇用される予定の者、かつ 国外においては出入国
管理及び難民認定

i法―に基づく特定技能にかかる職業紹介

名 称  食彩生活向上事業協同1組‐合 愛媛:営業所

2 事業1所の
所在地  愛媛県i宇 :和 島市1高 串11番耕地450-1

3 許可の有効期間  令 和  7年 5月 1日 から令 和 10年 4月 30日 までとする。

■
ゴ占

だ
Ｌ裏

ｒ
ン

ド

,

事業所枝番 Z


